
 

  令和４年度事業報告及び公益目的支出計画実施報告書 

 

はじめに  

 

令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を図り、質の高いサービス

の提供に努めました。しかしながら、オミクロン株による感染拡大に伴い、社員にも多

くの感染者や濃厚接触者が発生しましたが、事業所内または他事業所からの応援により、

継続的な事業実施を確保しました。 

また、感染者の拡大により、「名古屋市新型コロナウイルス感染症の自宅療養者等への

医療提供事業」による訪問看護等を率先して実施しました。 

主な実施状況は以下のとおりです。 

 

１ 主な事業の取り組み状況 

 

 （１） 訪問看護事業 

   ① 多様なニーズに対応した積極的な受け入れを進めた結果、１３事業所中６事業 

    所で機能強化型加算を取得しました。 

  令和３年度末  令和４年度末 

機能強化型Ⅰ ３事業所 ⇒ ２事業所 

機能強化型Ⅱ １事業所 ⇒ ４事業所 
 

     ＊機能強化型とは、24時間対応、ターミナルケアの実施、重症児や重症度の高い利用者の受入れ等を積極的 

       に行う手厚い体制を評価するもの。看護職員の数、前年度のターミナルケア実施件数、重症児等の受入れ実 

績等の要件により、月の最初の訪問における訪問看護管理療養費（7,440円）が機能強化型Ⅰは 12,530円、 

機能強化型Ⅱは 9,500円を算定できる。 

   ② 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、保健センター及び医療機関と連携 

    して、新型コロナウイルス感染症の自宅療養者への訪問看護等を実施しました。 

   ③ 医療保険に基づく訪問看護対象者数は前年比９６.７％、介護保険に基づく訪問対 

    象者数は前年比９４.７％とともに減少しました。 

   ④ ＷＥＢ会議システムを活用したラダーに沿った計画的な研修を実施するととも 

に、新規採用職員にはプリセプターによる丁寧なサポート等、ＯＪＴによる人材育 

成に努めました。 

 

 （２） 居宅介護支援事業 

① より質の高いケアマネジメントを提供していくために、看護職を中心とした居 

宅介護支援事業所の特色を維持し、報酬単価の高い特定事業所加算の取得と医療 

機関等との連携による取り組みを積極的に実施しました。 

   また、全事業所の特定事業所医療・介護連携加算の取得に向けて、末期の悪性 

  腫瘍の利用者に対するターミナルケアマネジメントに積極的に取り組みました。 

 令和３年度末  令和４年度末 

特定事業所加算Ⅰ ７事業所 ⇒ ７事業所 



 

 

特定事業所加算Ⅱ ２事業所 ⇒ ２事業所 

特定事業所医療・介護連携加算 ８事業所 ⇒ ９事業所 
＊特定事業所加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲとは、質の高いケアマネジメントを提供する事業所を評価するもの。常勤かつ専任の

主任介護支援専門員及び介護支援専門員の配置数等の基準により、特定事業所加算Ⅰは 500単位/月、Ⅱは 400単

位/月，Ⅲは 300単位/月を算定できる。 

＊特定事業所医療・介護連携加算とは、医療機関等と総合的に連携する事業所を評価するもの。特定事業所加算Ⅰ

、Ⅱ、Ⅲのいずれかを取得し、退院・退所加算の算定に係る医療機関等との連携を年間 35回以上行いかつ、ター

ミナルケアマネジメント加算を年間 5回以上算定している事業所で、125単位/月を算定できる。 

 

   ② 新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、モニタリングは訪問と電話を併用し 

て実施しました。また、密を避けるため、必要に応じた在宅勤務やＷＥＢ会議システ 

ムを活用して、自宅等からのミーティングや研修等に参加できる体制を継続させまし 

た。 

 

 （３） いきいき支援センター事業 

   ① 身近な相談窓口機関として、認知症や介護予防、高齢者虐待等の相談に迅速かつ適 

切な対応ができるよう関係機関と連携し、支援を行いました。 

   ② 担当圏域の地域の現状を分析し、地域住民や関係機関と連携して、地域の課題解決 

に向けた検討を行いました。 

   ③ 認知症の人やその家族を地域で支える取り組みとして、認知症家族支援事業の広報 

や事業内容の充実に努めるとともに、認知症初期集中支援や認知症地域支援推進員に 

よる地域支援を継続し、介護に対する不安の軽減に努めました。 

   ④ 地域で生活する高齢者が孤立状態に陥らないよう、見守り支援員が地域住民と連携 

し、相談支援を行うとともに地域で見守るネットワークづくりに取り組みました。 

 

 （４） 公益目的支出計画に沿った公益事業 

    在宅療養のための基盤整備と保健・医療・福祉のサービスの水準向上に寄与する 

   立場から、以下の公益事業を行いました。 

   ① 特定寄附 

   ② 在宅療養介護相談事業 

     市民に親しみやすい認知症カフェを２か所運営し、保健・介護相談や健康サロン 

などの講座を実施しました。 

   ③ 第２３回在宅療養講演会 

     「食で高齢者を応援！～望む暮らしを続けるために今できること～」 

     長野県立大学大学院 健康栄養科学 奥村圭子 助教 

     令和４年９月２日～１２月３１日 ＹｏｕＴｕｂｅ配信 

   ④ 公益助成事業の実施 

 （５） 地域包括ケアシステム推進への対応 

   名古屋市・名古屋市医師会が実施する「名古屋市在宅医療・介護連携支援センター」 

を中心とした情報共有ツール（はち丸ネットワーク）へ積極的に参画し、多職種連携に 

よる地域包括ケアシステムの推進に取り組みました。 



 

 

 

２ 主な事業実績 

 

 （１） 訪問看護事業 

   ① 健康保険法等に基づく訪問看護事業 

    ア 訪問回数 ５５,２５８回 

    イ 対象者数（月平均利用者数） ６７１人 

   ② 介護保険法に基づく訪問看護事業  

    ア 訪問回数 ９２,９７０回 

    イ 対象者数（月平均利用者数） １,１２０人 

   ③ 名古屋市新型コロナウイルス感染症自宅療養者等への医療提供事業 

    ア 訪問看護延回数 １,０９３回 

    イ 電話延回数 ２７２回 

    ウ 提供実人員 １９６人 

    

（２） 居宅介護支援事業 

   ① ケアプラン・予防ケアプランの作成 ２０,６７３件 

    ア ケアプラン １６,７４６件 

     イ 予防ケアプラン ３,９２７件 

   ② 要介護認定調査の受託 ５１０件 

 

 （３） いきいき支援センター事業 

   ① 総合相談支援・権利擁護事業 

      相談延件数 ２６,５７７件 

   ② 認知症地域推進支援体制づくり推進事業  

    ア 初期集中支援事業延人数 ６８４人 

    イ 普及啓発推進事業延回数 ９４４回 

   ③ 認知症高齢者を介護する家族支援事業  

    ア 家族教室参加延人数 １９２人 

    イ 家族サロン参加延人数 ３５７人 

    ウ もの忘れ相談延件数 ５８件 

   ④ 高齢者見守り支援事業  

    ア 支援実人員 ４８人 

    イ 支援延件数 ４,４３７件 

    

⑤ 居宅介護支援事業 

 

    ア 要支援１・２ ４８,４２１件 

    イ 事業対象者 ３,１６４件 

    ウ 要介護認定調査の受託 １６２件 



 

 

  

（４） 公益目的支出計画に沿った公益事業 

  ① 名古屋市及び愛知県看護協会に対する特定寄附 

    ア 名古屋市 １,０００千円 

    イ 愛知県看護協会 ８,０００千円 

   ② 在宅療養介護相談事業  

    ア まちかど保健室  

      保健・介護相談延件数 ２,３０２件 

      認知症カフェ利用者数 ２,６８５人 

    イ 認知症カフェ中村公園  

      利用者数 ６,１５７人 

   ③ 第２３回在宅療養講演会 視聴延回数 ２４３回 

   ④ 公益助成事業の実施  

    令和４年度公益助成対象への助成  ２件 

    令和５年度公益助成対象の選考 １件 

  

 （５） その他 

   ① 主な実習施設としての実習受け入れ  

    ア 看護師養成施設等１１か所 １１５人 

    イ 愛知県看護協会主催の訪問看護職員養成講習会等 １９人 

    ウ 病院看護師の研修 ２１人 

   ② 学会報告  

    日本ケアマネジメント学会第２１回研究大会  

    ・「在宅のがん患者の看取り期におけるケアマネジャーの役割」 

    ・「新型コロナウイルス感染症蔓延期における在宅勤務等を取り入れた働き方と 

      ケアマネジメント業務のあり方」 

    ・「終末期がん利用者における在宅看取りに必要なケアマネジメント要因分析」 

    ・「高齢者虐待対応における地域包括支援センター職員の抱える負担感に関する 

研究～支援の場面および職員の属性による比較～」 

   ③ 主な研修講師派遣  

    ア 訪問看護管理者研修 愛知県看護協会 

    イ 新人訪問看護職員研修 愛知県看護研修センター 

    ウ 訪問看護職員養成講習会 愛知県ナースセンター 

    エ 名古屋市介護職員等キャリアアップ研修 名古屋市 
 



１　令和４年度（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）の概要

２　公益目的支出計画の状況

1,826,915,746 1,826,915,746 1,826,915,746

翌事業年度

計画 実績 計画 実績 計画

前事業年度 当事業年度

①　計画上の完了見込公益目的支出計画の完了予定事業年度の末日

1,826,915,746

1,464,801,697

36,000,000

実施事業収入の額 0 634,922 0 985,630 0

公益目的支出の額 36,000,000 38,580,993 36,000,000 42,647,212

396,000,000

公益目的財産額 1,826,915,746

（単位：円）

（単位：円）

362,114,049

320,452,467

42,647,212

985,630

公益目的収支差額 324,000,000 320,452,467 360,000,000 362,114,049

３．当該事業年度末日の公益目的財産残額

公益目的支出計画実施報告書

４．　２の欄に記載した額が計画に記載した見込み額と異なる場合、その概要及び理由

1,430,915,746

令和46年3月31日

１．公益目的財産額

２．当該事業年度の公益目的収支差額（①＋②－③）

①前事業年度末日の公益目的収支差額

②当該事業年度の公益目的支出の額

③当該事業年度の実施事業収入の額

公益目的財産残額 1,502,915,746 1,506,463,279 1,466,915,746

1,464,801,697

1,826,915,746


